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活動と「ビジネスと人権」
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アムネスティ・インターナショナルとは

アムネスティ・インターナショナルは、すべての人びとの人権が
守られる世界をめざし、活動しています。

●世界80カ国を活動拠点として世
界中の人権問題に取り組む国際
人権NGO。

●ほぼすべての国と地域で700万人
を超えるサポーターとともに活動。

●1977年にノーベル平和賞受賞。

●人権侵害が起きている国に調査
団を派遣、実態を把握。報告書
等で世界に発信。

●中立の立場から、国連や各国
政府に対し、国際法を守り、人権
を尊重する政策をとるよう働きか
けている。

© Amnesty International
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アムネスティのはじまり

© Amnesty International

1960年のある朝、英国の弁護士ピーター・ベネンソンは、一片の新聞記事に目を奪われた。当時軍事政権下にあったポルトガルの
とあるカフェで、学生二人が「自由のために！」と乾杯したために逮捕され、7年の刑を受けたという記事だった。 5



軍や警察などの国家権力
によって自由を奪われ、
その存在すらも消されて
しまう人びとがいる。

そうした人びとを忘れ
ないために、世界中で
声をあげよう。

その記事に強い衝撃を受けたベネンソンは、1961年5月28日、英国「オブザーバー」紙とフランス「ルモンド」紙に記事を投稿する。
「忘れられた囚人たち」と題されたこの記事は、政府との意見の違いにより囚われの身となっていた6人のことを取り上げた。
軍や警察などの国家権力によって自由を奪われ、その存在すらも消されてしまう人びとがいる。そうした人びとを忘れないために、
世界中の人びとが声をあげよう。ベネンソンは記事をとおして、読者にそう呼びかけた。
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人権侵害を止めるために、世界中
から集まる手紙やハガキ、オンライ
ン署名の総数は、年間数百万件。
およそ半分のケースで、何らかの
形での改善がある。
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調査 政策提言・ロビーイング キャンペーン・アクション

どうやって変化につなげるのか
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紛争 武器取引 企業の
説明責任

死刑

不当な拘禁 強制失踪 差別 表現の自由

先住民の権利 拷問個人の尊厳 性と生殖の
権利

難民・移民・
移住労働者
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スマートフォンに隠された真実

あなたのケータイ、「児童労働」につながっていませんか？
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●コンゴ民主共和国南部のコバルト鉱山で働く
採掘労働者の過酷な労働環境とそのサプライ
チェーンを調査。16年1月発表。

●コバルトは、スマートフォンやノートパソコン、
デジタルカメラの充電式リチウムイオン電池の
主な原料。過酷な労働環境で採掘されている。

●コバルトの世界産出量の50%を占めるコンゴ。
同国産コバルトの20％が南部で手掘りで採掘
されている。手掘りの採掘労働者は11～15万
人。そうした鉱山では子どもも働いている。

●こうしたコバルトがアップルやサムソン、マイク
ロソフト、ソニーなどの電子電気機器、ダイム
ラー、フォルクスワーゲン、日産・ルノーなどの
電気自動車に使われている可能性を指摘。

●コバルトは国際的な法規制の対象外。

命を削って掘る鉱石

▽「命を削って掘る鉱石」報告書概要部翻訳 http://www.amnesty.or.jp/library/report/pdf/drc_201606.pdf 12

http://www.amnesty.or.jp/library/report/pdf/drc_201606.pdf


●手掘り鉱山は、坑道が補強されておら
ず、落盤の危険と隣り合わせ。換気が
不十分なため、窒息の危険も。

●事故でひと月に5人の労働者が死亡。
事故の多くは公表されず、正確な数字
は不明。遺体はがれきに埋もれたま
ま。

●労働者は手袋や作業着、フェイスマス
クなどの安全装備もなく、長時間働い
ている。コバルトの粉塵による呼吸器
疾患、皮膚炎といった健康被害が深
刻。

●鉱石を素手で選別、洗浄する子どもた
ちや女性たちの身体にも影響が。

●手掘り鉱山の多くは無認可で、安全管
理が徹底されておらず、装備や有害
物質の危険性についての指導もない。

命を削る鉱石の手掘り

© Amnesty International and Afrewatch



●コンゴの採掘現場で働く子どもた
ちは4万人といわれ、その多くがコ
バルト採掘に関わっている。

●子どもたちは、鉱石を集め、選別、
洗浄、粉砕し、自分の体重より重
い鉱石を運ぶ作業に従事。

●1日12時間働いても、もらえる報酬
は1～2ドル。

●親に決まった収入がなく、働かざ
るをえない。学校に通っていても、
学費のために始業前や放課後、
週末などに鉱山で働いている子ど
ももいる。

●採掘産業は国際基準で「最悪の形
態の児童労働」とされている。

危険だらけの鉱山で
働く子どもたち

© Amnesty International and Afrewatch



●コンゴ産コバルトの40％を

買い取っているのが、中
国の鉱業大手、華友コバ
ルト社の子会社。

●同社により中国に輸出さ
れたコバルトは、中国・韓
国のリチウムイオン電池
部品メーカーに供給され
る。

●この部品を使ったバッテ
リーは、アップル、マイク
ロソフト、サムソン、ソ
ニーといった電機電子
メーカー、ダイムラー、
フォルクスワーゲンなど
の自動車メーカーに提供
されている。

あなたのケータイや
パソコンにコンゴ産
コバルトが？
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●コンゴは世界最大のコバルト
産出国。手掘り採掘の劣悪
な労働環境と児童労働は、
過去にも報告されており、高
リスク地域。

●コバルトを製品に使用してい
る企業は、OECD「紛争地域
及び高リスク地域からの鉱物
の責任あるサプライチェーン
のためのデューディリジェン
ス・ガイダンス」に沿って、
デューディリを実行すべき。

●OECD ガイダンスは、中国商
務部下部組織の中国金属・
鉱物・化学薬品輸出入者商
工会（CCCMC)でも受け入れ
られている。

デューディリジェンスの
国際基準を満たせて
いない企業
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アムネスティからの提言

●コンゴ政府への提言
・採掘認可区域を増やし、管理できる採掘区域を拡張すること。
・労働安全対策をすべての手掘り採掘者を対象に拡張すること。
・最悪の形態の児童労働に関する項目を含め、労働基準の実効 性を向上さ
せるため、モニタリングと実施体制を確立すること。
・初等教育を無償の義務教育として提供すること。

●中国政府への提言
・海外で操業する中国系採掘企業に、サプライチェーンを含み、自社事業に
関わる人権侵害への対応を義務付けること。

●企業への提言
・自社製品にコバルトが含まれる企業は、劣悪な労働環境でコバルトが採掘
されていないかを調査し、情報公開すること。
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The Washington Post issued on Septempber 30, 2016

https://www.washingtonpost.com/graphics/business/batteries/congo-cobalt-mining-for-lithium-ion-battery/?tid=a_inl

https://www.washingtonpost.com/graphics/business/batteries/congo-cobalt-mining-for-lithium-ion-battery/?tid=a_inl
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これまでの成果①

20

Samsung SDIがOECDガイダンス
に沿ったサプライチェーンの取り
組みをスタート



これまでの成果②
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アップルが金・スズ・タンタル・タ
ングステンに加え、コバルトの製
錬所・精製所を公開。そのすべ
てが外部監査を受けている。



これまでの成果③
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これまでの成果④

●コンゴ政府が、コバルトの手
掘り採掘現場における児童
労働を2025年までに根絶す
ると公約。今回初めて、コバ
ルト採掘現場での児童労働
の存在を公式に認めた。

●2017年8月30・31日に首都キ
ンシャサで行われた会合で、
雇用・労働・社会保障大臣が、
児童労働をなくすための施策
に着手し始めたと述べた。

●また、この発表の中で、アム
ネスティが昨年の報告書で示
した提言に前向きに対応する
姿勢をみせた。



●前回のレポート発表以降の企業の対応を調査し、
コバルト調達の取り組みの改善状況をランク付
けした報告書を発表。2017年11月発行。

●アップル、サムスン、デル、マイクロソフトなどの
電子機器メーカー、BMW、ルノー、テスラといっ
た電気自動車メーカーのその後の対応を追跡。

●対象企業の中で最初に、コバルトの調達先を公
表したのは、アップル。2016年以降、積極的に華
友コバルトと連携して、サプライチェーンを調査し、
児童労働の問題に対処し、業界をけん引。
デル社とHP社も、前向きな姿勢を見せており、
華友コバルトとのつながりを調査し始め、より厳
格な調達方針を打ち出している。マイクロソフト、
レノボは対応が遅れている。

●電気自動車メーカーは電子機器メーカーに後れ
を取っている。BMWが最も取り組みが進んでお
り、調達方針を見直しているが、調達先企業名
は未開示。ルノーとダイムラーは、対応が遅れて
いる。

企業の取り組みのその後を追跡

25



26

すべてに
対応している

適切に
対応している

まあまあ
対応している

最低限
対応している

まったく
対応していない
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買い物かごの中に人権侵害？

あなたが買っているものは誰かの犠牲でつくられたもの？
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パーム油に潜むスキャンダル

●インドネシアのアブラヤシ農園で働く労働者の
過酷な労働環境とそのサプライチェーンを調査。
16年11月発表。

●パーム油生産で世界最大手のウィルマー・イン
ターナショナルが経営、または同社のパーム油
精製所と取り引きをしているアブラヤシ農園5社
を調査。そのうちの3社は、「持続可能なパーム
油の円卓会議（RSPO）」認証を受けていた。

●農園では、8歳の子どもを含む児童労働、除草
剤による深刻な中毒症状の発症、最低賃金以
下での長時間労働、過度なノルマ設定といった
問題が起きている。

●こうしたパーム油が、ユニリーバ、P&G、ネスレ、
ケロッグ、コルゲートなど9社の食品・日用品
メーカーの製品に使われている可能性を指摘。
うち、8社はRSPO認証を取得。

29
www.amnesty.or.jp/library/report/pdf/palm_oil_201702.pdf

http://www.amnesty.or.jp/library/report/pdf/palm_oil_201702.pdf


わたしたちに
身近なパーム油

●スーパーマーケットで目にす
る市販品の約50％にパーム
油やアブラヤシ由来の原料
が含まれる。

調理油・食品
パン、シリアル、マーガリン、チョ
コレート、アイスクリーム、ビス
ケット、スナック菓子など

日用品
家庭用洗剤、シャンプー、保湿ク
リーム、石けん、口紅など

●自動車や発電用のバイオ燃
料にも使われている。
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拡大するパーム油の需要

●世界のパーム油生産量はこの10 年で倍に。2020年までにさらに倍増
する予想。

●インドネシアは世界最大の生産国。年間3,500 万トンを生産。原料であ
るアブラヤシの大規模農園（プランテーション）が急速に拡大。

●アブラヤシ農園は森林を切り開いてつくられることから、生態系の破壊
といった環境問題、森林から生活の糧を得ている先住民などからの
土地収奪といった人権問題が取りざたされている。

●パーム油が環境と社会にもたらす影響への批判を受けて、「持続可能
なパーム油のための円卓会議（RSPO）」が2004年に設立された。
RSPO 認証を受けたパーム油は「持続可能なパーム油」と表示される。
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アブラヤシの収穫

●アブラヤシの木は高さ20 メートルまで成長し、平均寿命は
25年。樹齢3 年以降に果実をつけ始め、樹齢6～10 年で
最も多く果実を実らせる。

●木には小さなプラムほどの大きさの実が1,000～3,000 個
集まった大きな果房がなり、果房の重さは10～25 キロ。

●アブラヤシの収穫作業は、かなり過酷な肉体労働。先端
に鎌の刃がついた長いスチール製の棒が用いられ、その
重さは12 キロ。労働者はその重い道具を使って、20 メート
ルほどの高さにある果房を木から落とす。3 メートルほど
の低木の場合は、先端に大きなノミがついた短い棒を使う。

32
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アブラヤシ農園での労働搾取①

●ノルマ制

労働者は、ノルマ未達の場合に賃金が減額されることがあり、

規定の労働時間を超えて働いていても、最低賃金を下回る

場合がある。時間外労働の手当はほとんど支払われない。

●強制労働

ノルマを達成しない、課された業務をしない、熟していない実

を採るなどで罰則があり、給料や賞与が減額される。1 日仕

事に入れなかったり、解雇されたりすることもある。給料減額

や解雇などを盾に労働が強要されている。

34



アブラヤシ農園での労働搾取②

●低賃金・不払い

ノルマ未達の場合、日給または月給の最低賃金を下回る収入しか得ら

れない。農薬を散布する労働者は、ある一定の時間に雨が降ると、それ

までの作業量にかかわらず、まったく賃金をもらえないか、半日分しか支

払われていない。

●児童労働

ノルマを達成するため、ノルマを超えるともらえる特別手当のため、厳し

い罰則から逃れるため、労働者の配偶者や子どもが作業を手伝っている。

子どもたちの多くは、学校が終わる午後と週末、祝日に農園で親の手伝

いをしている。学校をやめて、一日中働いている子もいる。
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アブラヤシ農園での労働搾取③

●農薬・肥料による健康被害
急性の強い毒がある除草剤のパラコートジクロリドによって、深刻な健康被害が

起きている。体内摂取や吸入、皮膚への付着で中毒症状が出るため、EU（欧州

連合）では使用が禁止されている。

長靴、マスク、手袋、作業服やエプロン、ゴーグルといった防護服・保護具は支給

されなかったり、使い古しても交換してもらえなかったりする。

ウィルマー社の子会社やサプライヤーの大半で、農薬を扱う労働者の血液検査

を行っており、異常があると他の作業に回されるが、検査結果は知らされないま

まである。

●雇用における性差別
農園の保全管理部門で働くのはほぼ女性で、何年働いていても日雇い労働者の

まま。正規雇用の機会や健康保険・年金といった社会保障が奪われている。収

穫を担当する労働者は全員が男性で、ほとんどが正規雇用。
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ウィルマーの子会社 ウィルマーのサプライヤー



アムネスティが指摘する問題点①

●サプライチェーンの透明性の欠如

調達した原料が自社のどの製品に使われているのかが把握できていな

い。サプライチェーンに問題があるとわかったときに、自社のバリュー

チェーンとどうつながっているのかを確認できるようにする必要がある。

●不十分なデューディリジェンス

バイヤーである企業は自社が購入している原料が搾取的な労働環境で

生産されていないか、調べられていない。人権侵害が起きやすい高リス

ク地域で生産されていないか、原料調達先の企業が過去に人権侵害を

起こしていないか、確認する必要がある。
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アムネスティが指摘する問題点②

●消費者への説明責任が不十分

最終製品メーカーである企業は、自社の原料調達の過程が把握できて

おらず、企業が消費者の十分な情報に基づく選択をする権利を尊重する

ための十分な情報を提供していない。

●認証制度への依存

持続可能な原料調達のための認証制度は、すべての環境・社会面の問

題を解決する完全な仕組みとはなっておらず、認証制度の利用は労働

者の人権が守られていることの証明にはならない。企業が認証システム

に依存していることがうかがえる。
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アムネスティからの提言

●インドネシア政府への提言
・労働法とその実施の重大なかい離に早急に対応すること。
・調査対象企業の法の抵触についてモニタリングすること。

●ウィルマー社と取引企業への提言
・自社およびサプライヤーの人権への負の影響を特定し、未然に
防止し、実際の影響を軽減し、こうした対応の説明責任を果たす
ための仕組み（人権デューディリジェンス）を持つこと。

●パーム油産業への提言
・労働者の人権侵害に対応するために、ウィルマー社、サプライ
ヤー、バイヤーが連携して、広範に取り組むこと。
・業界シェアが大きいウィルマー社、大手食品・日用品メーカーが
それぞれ影響力を発揮し、個別または業界で状況改善に努める
こと。

40
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●ウィルマー社が2017年12月に「Twelve
Month Progress Report」を発表。

●社内で「Management Task Force」を立
ち上げ、インドネシアのプランテーショ
ンや搾油所を統括する部門やHR、コ
ンプライアンス部門と連携し、関連書
類の確認、現場検証、労働者への聞
き取りを含む社内でのアセスメントを
行った。

● RSPO ・ Verité ・ BSR （ Business for
Social Responsibility)といった社外団
体とも連携。

●アムネスティは、このレポートに対して、
追加の質問状をウィルマー社に提出
し、2018年5月に受け取った回答につ
いて、6月にコメントを発表。

これまでの成果







➋

「ビジネスと人権」に関する
国際人権基準と
企業の責任

45



人権の共通基準「世界人権宣言」

●世界人権宣言は、すべての人間が生まれ
ながらに基本的人権を持っているというこ
とを初めて公式に認めた宣言。

●1948年12月10日、パリで開かれた第3回の
国連総会で、「あらゆる人と国が達成しな
ければならない共通の基準」として採択さ
れた。

●第2次世界大戦後、その反省から国連が
つくられ、各国の代表は、人権侵害を各国
の国内問題として放置することが虐殺や戦
争につながったことを認めた。

●平和を実現するためには、世界各国が協
力して人権を守る努力をしなければならな
いということが、 世界人権宣言によって示
された。

46アムネスティ日本発行「人権パスポート」



第1条 自由平等
第2条 差別待遇の禁止
第3条 生存、自由、身体の安全
第4条 奴隷の禁止
第5条 非人道的な待遇または刑罰の禁止
第6条 法の下に人としての承認
第7条 法の下における平等
第8条 逮捕、拘禁または追放の制限
第9条 裁判所の公正な審理
第10条 無罪の推定、罪刑法定主義
第11条 私生活、名誉、信用の保護
第12条 移転と居住の自由
第13条 迫害からの避難
第14条 国籍の権利
第15条 基本的権利の侵害に対する救済

47

世界人権宣言に記された権利

第16条 思想、良心、宗教の自由
第17条 意見、発表の自由
第18条 集会、結社の自由
第19条 参政権
第20条 社会保障
第21条 労働の権利
第22条 婚姻と家庭
第23条 財産の権利
第24条 休息、余暇
第25条 生活の保障
第26条 教育の権利
第27条 文化権
第28条 人権を守る社会的国際的秩序の確保
第29条 社会に対する義務
第30条 権利と自由に対する破壊的活動の禁止

世界人権宣言には、人権が30条の条文で記されている。

ヒューライツ大阪Webサイト「人権とはなんでしょう」より



すべてはここから

第１条
すべての人間は、生まれながらにして自由であり、かつ、尊
厳と権利とについて平等である。人間は、理性と良心を授け
られており、互いに同胞の精神を持って行動しなければなら
ない。

第２条１
すべて人は、人種、皮膚の色、性、言語、宗教、政治上その
他の意見、国民的若しくは社会的出身、財産、門地その他
の地位又はこれに類するいかなる事由による差別を受ける
ことなく、この宣言に掲げるすべての権利と自由を享有する
ことができる。
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世界人権宣言を守るために

●世界人権宣言には法的な拘束力
はなく、守らなくても罰則はない。

●そこで、国際的なルールによって
世界人権宣言の理想を現実のもの
にするために、多くの人権条約が
生み出された。

●人権条約は、人権侵害を受けた人
びとの権利を守るため、性別や肌
の色による差別や拷問・虐待など
の具体的な人権侵害を禁止してい
る。

●条約の締約国は、これらを守らな
ければならない。
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難民条約

人種差別撤廃条約

拷問等禁止条約

女性差別撤廃条約

移住労働者の権利条約

個別的人権文書地域的人権文書

アラブ アラブ人権憲章

アフリカ連合 人民の権利憲章

米州機構 米州人権宣言

ヨーロッパ評議会 E人権条約

EU EU基本権憲章

ヨーロッパ安全保障協力機構

ヘルシンキ宣言、パリ憲章

子どもの権利条約

世界人権宣言

国際人権規約

国際人権基準とは

1948年

1966年

1965年 1996年

1984年 1999年

1979年 1985年

1989年 1994年

1951年 1982年

死刑廃止条約 1989年 未加入

1990年 未加入
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●人権はあいまいでわかりにくい？
国際人権基準に書かれた、個々の権利の集合体が「人権」。
英語では複数形で表される。

●権利には、必ず義務が伴う？
人権は、義務を果たさないと権利が認められないという契約の
概念ではなく、誰もが等しく生まれ持った自然権。

●多数決は民主的で何でも決められる？
人権侵害は、少数派や弱い立場にいる人びとに対して起こりや
すい。「普通」「当たり前」は大多数のもの。

●国際基準に書かれたものだけが人権？
人権は、常に進化する。「忘れられる権利」などが議論中。

人権にまつわる誤解

51



なぜ企業が人権に取り組むのか

●人権は、世界中どこにいても同じように守られるべき
ものだが、現実はそうではない。

●生産性・効率性が優先される社会・経済システムの中
で、取り残される人びとがいる。弱い立場の人びとの
搾取によって、利益を得る構造がある。

●企業は、事業活動を通して、社会にさまざまな影響を
与えており、それに対して責任がある。社会を構成す
るのはさまざまなステークホルダーの人たちに対する
責任を果たす必要がある。

●人が関わるところには、人権が関わる。企業の事業
活動と関わる人たちの人権を尊重し、持続可能な発
展に向けて果たすべき役割がある。
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企業のサプライチェーンと人権

53
2017年10月 ITUC（国際労働組合総連合）発行 https://www.ituc-csi.org/the-future-of-work-ituc-report?lang=en

世界の労働者の
40％が権利も守ら
れず、最低賃金も
支払われず、社会
保障もない中で働
いている。

労働者の45％が現
代奴隷・強制労働
の状態にある。

労働者の2/3が十
分な、またはまった
く社会保障が受けら
れていない。

世界の労働力は
危機的状況にある。

https://www.ituc-csi.org/the-future-of-work-ituc-report?lang=en


国連ビジネスと人権に関する指導原則
保護・尊重・救済のフレームワーク

国

人権を保護する

義務

企業

人権を尊重する

責任

救
済
へ
の
ア
ク
セ
ス

人権を保護する義務は、一義的には国にある。

企業の人権尊重の責任は、国の人権保護の義務と独立して存在。
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企業の人権を尊重する責任

①人権方針の策定

②人権デューディリジェンスの実施
・人権への影響の特定と評価
・ 防止、軽減の仕組みづくり
・ 追跡評価
・公表と報告

③是正措置の設置
・苦情処理メカニズムの整備

■ステークホルダーとの対話・協議

■責任範囲はバリューチェーン全体
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方針によるコミットメント

人権の尊重の社内浸透

人権の影響評価

結果を経営に統合
潜在的な影響に対応

実際の影響を是正

対応の追跡評価

対応を公表・公開

苦情処理メカニズムの構築



ビジネスと人権の国際基準

56

● OECD多国籍企業ガイドライン 1976年（2011年最終改訂)

●ILO多国籍企業及び社会政策に関する三者宣言
1977年（2006年最終改訂）

● GRI（Global Reporting Initiative） 1997年

● SA8000 1997年

●国連グローバルコンパクト10原則 2000年

● ISO26000 2010年

●国連ビジネスと人権に関する指導原則 2011年

● OECD責任あるビジネスのためのデューディリ
ジェンスガイダンス 2018年



「ビジネスと人権」に関する法規制

2009年

米国大統
領令13514

2010年

米国金融
規制改革
法（DF法）
1502条で
紛争鉱物
規制

2012年

米国カリ
フォルニア
州サプライ
チェーン透
明法

2014年

EU会社法
改正（非財
務情報開
示義務付
け）

2015年

英国現代
奴隷法

2016年

紛争鉱物
規制EU法
制定合意

2017年

米国DF法
1502条紛
争鉱物規
制見直しを
検討

2018年

オーストラ
リア現代奴
隷法

米
国
他
の
動
き

欧
州
の
動
き

2017年

フランス
注意義務
法（Duty of 

Care)
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国連ビジネスと人権に関する指導原則
レポーティングフレームワーク

味の素株式会社/社会・環境/お役立ちコンテンツ https://www.ajinomoto.com/jp/activity/useful/

https://www.ajinomoto.com/jp/activity/useful/


➌

日本企業の
人権への対応
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日本企業の人権への対応は
「遅れている」
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日本企業の人権への対応は
「進みつつある」に変化
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ビジネスと人権に関する国別行動計画（NAP）の各国策定状況 ※国連人権高等弁務官事務所（OHCHR）サイトより

【策定済】米国、英国、フランス、ドイツ、イタリア、オランダ、ベルギー、ルクセンブルク、スペイン、ポーランド、チェコ、スイス、アイルランド、スウェーデン、デンマーク、ノルウェー、
フィンランド、リトアニア、ジョージア、コロンビア、チリ ＜計21か国＞
【策定中または策定表明】日本、アルゼンチン、オーストラリア、アゼルバイジャン、グアテマラ、ギリシャ、ヨルダン、ケニア、ラトビア、ルクセンブルク、マレーシア、モーリシャス、メ
キシコ、モロッコ、モザンビーク、ミャンマー、ニカラグア、ポルトガル、スロベニア、タイ、ウガンダ ＜計21か国＞
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➍

企業が人権に
取り組む必要性
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➍

企業が人権に
取り組む必要性
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企業の人権の取り組みの評価





KnowTheChainとは?

• 企業や投資家のために、サプライチェーンにおけ
る強制労働についての情報を提供。

• セクターを超えたネットワークで活動。

Humanity United 社会課題解決をめざす財団

Business & Human Rights Resource Centre
企業の取り組みを調査し、ポータルサイトで発信する非営利団体

Sustainalytics ESG投資調査・評価会社

Verité 労働問題のコンサルサービスを提供する非営利団体
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KnowTheChainベンチマークとは?

• サプライチェーンにおける強制労働の問題への意
識喚起と企業の継続的な取り組みを促進すること
を目的としている。

• 強制労働が特に問題となるICT、食料・飲料、衣
料・靴セクターにおける企業の方針と実際の取り
組みを評価。2016年6月より実施。2018年は、それ
ぞれ、40社、38社、43社が対象。

• 企業の公開情報およびKnowTheChainから企業
への質問の回答から評価を行っている。

• 日本企業は、 ICTセクターで8社、食料・飲料で1社、
衣料・靴セクターで3社の名前があがっている。
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ベンチマークの評価指標

7テーマ、22項目からなる指標で企業を評価。

評価指標の日本語訳もウェブサイトで公表。

1. コミットメントとガバナンス
Commitment and Governance

2. トレーサビリティとリスクアセスメント
Traceability and Risk Assessment

3. 購買行動 Purchasing Practices

4. 雇用 Recruitment

5. 労働者の声 Worker Voice

6. 監査 Monitoring

7. 救済 Remedy

79

評価指標日本語版のダウンロードはこちらへ↓

https://knowthechain.org/benchmark-methodology/
※「2018 BENCHMARK METHODOLOGY」の各セクターで
表示されている「Japanese」をクリック

https://knowthechain.org/benchmark-methodology/
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農産物

児童労働

強制労働

結社の自由と団体交渉

健康と安全

土地の権利

水と公衆衛生

女性の権利

アパレル

児童労働

強制労働

結社の自由と団体交渉

健康と安全

女性の権利

労働時間

採掘業

結社の自由と団体交渉

健康と安全

先住民族の権利とFPIC（自由
意思による、事前の、十分な

情報に基づく同意）

土地の権利

保安

水と公衆衛生



体制と方針

ベンチマークの評価指標

経営への統合と人権
デューディリジェンス

救済と苦情処理
メカニズム 実行性：

人権への取り組み
実行性：

深刻な申し立てへの対応

透明性

取締役会レベルでの
説明責任

方針によるコミットメント

人権デューディリジェンス

人権尊重の社内文化・経
営体制への浸透
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CHRBは主に企業の公開情報を元に
調査をしているため、活動していても
開示情報がなければ評価されない。

評価が高い企業はのきなみNGOから
名指しされている。



人権への取り組みが「付加価値」に

●人権の取り組みを進めることが、自社の付加価
値や競争力になる。

●人権侵害リスクがどこにあるのか、企業からは見
えにくい。NGOからの指摘を自社の事業活動にお
ける取り組みの改善につなげることで、社会的な
価値が加わる。

●人権への取り組みが進んでいる企業は、NGOか
らの指摘を自社の取り組みに足りない部分を確
認するためのヒントとしている。
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ありがとうございました。

暗闇をのろうより、

希望のあかりをともそう。

中国の格言より


